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城山総合公園の運動施設指定管理者募集要項 

 志布志市では、城山総合公園の運動施設の設置目的に沿った管理運営を効果的・効率的に行うため、

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244条の２第３項及び志布志市公の施設に係る指定管理者の

指定手続等に関する条例（平成 18 年志布志市条例第 193 号）第２条の規定により、指定管理者を募

集する。 

１ 施設の概要 

 名  称 城山総合公園の運動施設（以下「本施設」という。） 

 設置目的 体育、スポーツ及びレクリエーションの振興並びに市民の健康で明るい文化的な

活動の増進に寄与する。 

 施設概要（詳細は業務仕様書を参照） 

名称 位置 

城山総合公園体育館 志布志市松山町新橋 1570 番地 17 

城山総合公園陸上競技場 志布志市松山町新橋 1570 番地 17 

城山総合公園プール 志布志市松山町新橋 1570 番地 17 

城山総合公園テニスコート 志布志市松山町新橋 1570 番地 17 

城山総合公園多目的広場 志布志市松山町新橋 1570 番地 17 

 利用状況 別紙１のとおり 

２ 管理運営の基本方針 

 市民が広く利用する公の施設としての性格を認識し、本施設の利用促進を図ること。 

 日常又は定期的に保守点検を行うとともに、利用者の安全の確保に努めること。 

 効率的かつ効果的な管理を行い、経費の節減に努めること。 

 利用者の意見、要望を管理の遂行に反映し、サービスの向上を図ること。 

 市をはじめ関係機関・団体等と連携を図ること。 

３ 指定管理者が行う業務の範囲（詳細は業務仕様書を参照） 

 本施設の利用の許可に関する業務 

 本施設の利用に係る使用料の徴収に関する業務 

 本施設の施設及び設備の維持管理に関する業務 

 その他本施設の運営に関する事務のうち、市長のみの権限に属する事務を除く業務 

４ 指定管理者が行う管理の基準 

 利用時間 

   午前８時 30分から午後 10 時まで 

 休館日 

  ア 月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する国民の祝
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日に当たるときは、その翌日とする。） 

  イ 12 月 29 日から翌年の１月３日までの日 

 個人情報・守秘義務 

   指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 法律第 57 号）第 12 条の規定により、

個人情報の適切な管理のため必要な措置を講ずることとし、本施設の業務に従事している者（従

業者）は、本施設の管理に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用しては

ならない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従業者が職務を

退いた後においても同様とする。 

 情報公開 

   指定管理者は、志布志市情報公開条例（平成 18 年志布志市条例第 14 号）第 25 条第１項の規

定により、本施設の管理に関して保有する情報の公開に努めること。 

 環境への配慮 

   指定管理者は、志布志市環境基本条例（平成 19 年志布志市条例第 20 号）第６条の規定によ

り、環境へ配慮した本施設の管理を行うこと。 

 関係法令等の遵守 

   指定管理者は、本施設の管理に当たっては関係法令を遵守しなければならない。 

５ 指定の期間 

  令和８年４月１日から令和 13 年３月 31 日まで（５年間）。ただし、管理を継続することが適当

でないと認めるときは、指定を取り消す場合がある。 

６ 利用料金に関する事項 

  本施設については、地方自治法第 244 条の２の規定による利用料金制は適用しない。 

  指定管理者は、地方自治法第 243 条の２の規定に基づく指定公金取扱者として、利用者から施設

使用料を適切に徴収・管理し、市に納入すること。 

７ 管理に要する経費 

  本施設の管理に要する経費は、市が支払う指定管理料等によって賄うこととする。指定管理料の

年額は、下記に定める指定管理料基準額を上限とし、申請事業者は、年度ごとの金額を収支計画書

で提案すること。 

  なお、指定管理料の金額は、提案された金額に基づき、予算の範囲内で、市と指定管理者と協議

の上、毎年度締結する年度協定で定める。 

指定管理料基準額（年間）22,297 千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

  ただし、上記基準額には、年間の修繕料 1,500 千円を含み、実績が下回った場合は、その差額を

市に返納し、上回る場合は、事前に市と協議をした上で、必要と認める場合は市から追加して支払

うものとする。 

８ 申請の資格 

次の要件を満たす法人その他団体であること。 
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 地方自治法施行令第 167条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しないこと。 

 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成

14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていないこと。 

 市から指名停止を受けていないこと。 

 市税等を滞納していないこと。 

 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと及び暴力団又は暴力団の構成員（暴力団

の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者

の統制の下にないこと。 

９ 募集要項等の配布 

配布期間 令和７年８月 13 日（水）から同年９月 10 日（水）まで 

      （土曜、日曜及び祝日を除く、午前８時 30 分から午後５時 15 分まで） 

 配布場所 志布志市教育委員会松山分室社会教育グループ（松山庁舎１階） 

        志布志市教育委員会生涯学習課生涯学習係（志布志庁舎３階） 

        志布志市教育委員会有明分室社会教育グループ（有明庁舎本館２階） 

        なお、配布期間中は市ホームページからもダウンロードできます。 

10 施設説明会・質問の受付 

 施設説明会 

   申請を予定している事業者は、出席をお願いします。 

日  時 令和７年８月 27 日（水）午後１時 30分から 

場  所 城山総合公園体育館 

参加人数 １団体につき２人まで 

申込方法 別紙参加申込書を令和７年８月 20 日（水）午前中までに、ＦＡＸ又は電子メール

で教育委員会松山分室社会教育グループに提出すること。 

 質問の受付 

受付期間 令和７年８月 13 日（水）から同年９月１日（水）まで 

提出方法 別紙質問書をＦＡＸ又は電子メールで教育委員会松山分室社会教育グループに提

出すること。 

     口頭、電話での質問には応じることはできません。 

回答方法 随時、市のホームページに掲載する。 

11 申請方法 

 提出書類 

   申請に当たっては、次の書類を提出すること。 

なお、提出書類エ～ケのうち、該当がない書類がある場合は、申立書にその書類名と該当がな

い理由を記入して提出すること。 

ア 指定管理者指定申請書（様式第１号） 
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イ 事業計画書（様式第２号） 

※自主事業を計画する場合は、事業内容・収支計画を別紙で作成すること。 

ウ 収支計画書（様式第３号） 

収支計画書は、指定期間の年度ごとに作成すること。ただし、年度ごとの収支の見込みが同

じである場合は、その旨を記載し、１枚のみの提出とすることができる。 

エ 定款又は寄附行為の写し及び法人の登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、規約その

他これに類するもの） 

オ 印鑑登録証明書 

カ 営業に係る許可等を受けていることを証する書類 

キ 直近を含む３事業年度の貸借対照表、損益計算書、財産目録その他これらに類する書類 

ク 直近を含む３事業年度の事業報告書又はその他団体の業務の内容を明らかにする書類 

ケ 納税証明書 

（ｱ）法人税、消費税、地方消費税及び地方税について未納がないことの証明書 

(ｲ) 志布志市の市税（同市税が課税されていない者で市外に主たる事務所又は事業所を有する

者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の地方税）について未納がないことの証明

書 

  コ 誓約書 

 提出部数 

   正本１部及び副本 12 部（副本は、複写可） 

 提出方法・提出場所 

   教育委員会松山分室社会教育グループ（松山庁舎内）に持参すること。 

 申請受付期間 

令和７年８月 20 日（水）から同年９月 10 日（水）まで 

（土曜、日曜及び祝日を除く午前８時 30 分から午後５時 15 分まで） 

 留意事項 

  ア 提出書類は、やむを得ない場合を除き、日本工業規格Ａ列４番で提出すること。 

  イ １申請事業者につき１申請とする。 

  ウ 必要に応じ、追加資料の提出を求める場合がある。 

  エ 提出された書類は、返却しない。 

  オ 申請に要する経費等は、すべて申請事業者の負担とする。 

  カ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は、失格とする。 

12 指定管理者（候補者）の選定 

 選定・審査の基準 

ア 事業計画書による本施設の運営が住民の平等利用を確保するものであること。 

イ 事業計画書の内容が本施設の効用を最大限に発揮されるものであること。 

ウ 事業計画書の内容が本施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

エ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであること。 

 選定方法 
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指定管理者選定委員会で、事業計画書等を選定・審査の基準に照らして総合的に審査し、最も

適当な申請事業者を選定し、市長が指定管理者候補者として決定する。 

なお、指定管理者選定委員会では、面接審査を行う予定である。面接審査を行う場合は、日時

等を別途連絡する。 

 選定結果 

選定結果については、すべての申請事業者に文書で通知するとともに市ホームページで公表

する予定である。指定管理者候補者は、志布志市議会の議決を経た後、指定管理者としての指定

を行う。 

なお、選定結果の公表の際は、指定管理者候補者以外の申請事業者名は公表しない。 

13 協定の締結

  指定の後、市と指定管理者は、業務の実施等に関し細目的事項等について定めるため、本施設の

管理に関する協定を締結する。 

協定は、指定期間を通じての基本的事項を定めた「基本協定」及び当該事業年度における事項に

ついて定めた「年度協定」を締結する。 

 基本協定 

  ア 事業計画書に記載された事項 

  イ 指定の期間に関する事項 

  ウ 使用料に関する事項 

  エ 事業報告書に関する事項 

  オ 市が支払うべき管理の業務に係る費用に関する事項 

  カ 指定の取消し及び管理の業務の全部又は一部の停止に関する事項 

  キ 管理の業務を行うに当たって保有する情報の公開に関する事項 

  ク 管理の業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

  ケ その他 

 年度協定 

  ア 当該年度の業務内容に関する事項 

  イ 当該年度に市が支払うべき指定管理料に関する事項 

  ウ その他 

14 管理状況の監視等 

 指定管理者は、地方自治法第 244 条の２第７項で規定する事業報告書、毎月の管理状況報告書

等を提出するほか、市は、必要に応じ施設、物品、会計帳簿等の現地調査を行う。

 指定管理者は、利用者の利便性の向上等の観点から、アンケート等により、利用者の意見・苦

情等を聴取し、その結果及び業務改善への反映状況を市に報告すること。

15 留意事項 

 指定管理者候補者を指定管理者として指定する前において、当該指定管理者候補者が申請の

資格に掲げる要件を欠くこととなったとき、又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実で
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はないと認めるとき、若しくは社会的信用を著しく損なう等指定管理者としてふさわしくない

と認めるときは、指定管理者の指定を行わないことがある。 

 指定管理者の指定後に、当該指定管理者が申請の資格に掲げる要件を欠くこととなったとき、

又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実ではないと認めるとき、若しくは社会的信用を

著しく損なう等指定管理者としてふさわしくないと認めるときは、指定管理者の指定を取り消

し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとする。 

 指定管理者の指定の期間内において、指定管理者の都合により指定管理業務を継続できない

場合は、市は、指定管理者に対し違約金を請求することができるものとする。 

16 その他 

  指定管理者は、管理業務を行うために必要な職員について、希望があれば従前より施設管理を行

ってきた職員を引き続き雇用するよう努力してください。 

17 添付資料及び様式 

 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

 事業計画書（様式第２号） 

 収支計画書（様式第３号） 

 誓約書 

 申立書 

 説明会参加申込書・質問書 

 志布志市城山総合公園の運動施設の指定管理者業務仕様書 

問い合わせ・各書類提出先 

志布志市教育委員会松山分室社会教育グループ（志布志市役所松山庁舎１階） 

〒899－7692 鹿児島県志布志市松山町新橋 268 番地 

電 話 099－487－2111（内線 262） 

ＦＡＸ 099－487－2593 

メールアドレス m-kyouiku@city.shibushi.lg.jp 

ホームページ  https://www.city.shibushi.lg.jp 
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指 定 申 請 書 等 様 式 

指定管理者指定申請に係る提出書類

書類名 備考

指定管理者指定申請書 様式第１号 

事業計画書 様式第２号 

収支計画書 様式第３号 

定款又は寄附行為の写し及び法

人の登記事項証明書

法人以外の団体にあっては、規約その他これ

に類するもの 

印鑑登録証明書 法人の場合のみ提出 

法人でない場合は、代表者のものを提出 

営業に係る許可等を受けている

ことを証する書類

許可を要する業務を行う場合のみ 

直近を含む３事業年度の貸借対

照表、損益計算書、財産目録その

他これらに類する書類

直近を含む３事業年度の事業報

告書又はその他団体の業務の内

容を明らかにする書類 

納税証明書（法人税、消費税、地

方消費税、地方税及び志布志市の

市税）

納付義務がある団体である場合、当該税金に

未納がないことの証明書 

誓約書 申請の資格要件を満たしていることの誓約書 

申立書 該当のない書類がある団体のみ提出。 

その他

説明会参加申込書

質問書

自主事業計画書
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様式第１号 

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書

令和  年  月  日 

 志布志市長  下 平 晴 行  様

申請者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名             ○印

電   話 

 指定管理者の指定を受けたいので、次のとおり申請します。

１ 公の施設の名称 

２ 添付書類

 事業計画書 

 収支計画書 

 定款又は寄附行為の写し及び法人の登記事項証明書 

（法人以外の団体にあっては、規約その他これに類するもの） 

 印鑑登録証明書 

 営業に係る許可等を受けていることを証する書類 

 直近を含む３事業年度の貸借対照表、損益計算書、財産目録その他これらに類す

る書類 

 直近３事業年度の事業報告書又はその他団体の業務の内容を明らかにする書類 

 納税証明書 

 誓約書 

 申立書 
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様式第２号

事  業  計  画  書 

公の施設の名称  

団  体  名  

所  在  地  

代 表 者 氏 名  

電     話  

設 立 年 月 日   年  月  日 

経営方針等に関

する事項 

１ 団体の経営方針 

２ 指定を受けようとする理由 

３ 施設の現状に対する考え方及び将来展望 

組織及び人員に

関する事項 

１ 職員の配置（指揮命令系統図） 

２ 職員の研修計画 

施設運営に関す

る事項 

１ 年間の事業計画（自主事業については、別紙に記入すること。） 

２ サービス向上のための方策 

３ 利用者の要望の把握及びその実現の方策 

４ 利用者とのトラブルの防止策及びその対処方法 

その他の事項 

１ 個人情報の保護措置 

２ 緊急時の対応（緊急時の指揮命令系統図を含む。） 

３ 現在管理している類似施設 

４ 地域との連携 

５ 特記事項 
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様式第３号

収  支  計  画  書 

（単位：千円） 

令和 年度分 

区   分 予 算 額 内   訳 備考 

収

入

の

項

目

収 入 合 計（Ａ） 

支

出

の

項

目

人 件 費 

事 務 費 

事 業 費 

管 理 費 

支 出 合 計（Ｂ） 

収支（Ａ）－（Ｂ） 

（注）指定期間となる期間の年度ごとに作成してください。ただし、年度ごとの収支の

見込みが同じである場合は、その旨を備考欄に記載し、１枚のみの提出とすること

ができます。 
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誓  約  書

令和  年  月  日 

 志布志市長  下 平 晴 行  様

申請者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名             ○印

電   話 

 ○○施設の指定管理者の指定申請を行うに当たり、次の事項について真実に相違あり

ません。

１ 募集要項で定める申請の資格要件をすべて満たしています。 

２ 提出した書類の内容に虚偽又は不正はありません。 
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申  立  書

令和  年  月  日 

 志布志市長  下 平 晴 行  様

申請者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名             ○印

電   話 

 ○○施設の指定管理者の指定申請を行うに当たり、次の提出書類については、該当あ

りません。

該当のない書類の名称 該当のない理由 
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説 明 会 参 加 申 込 書

令和  年  月  日 

 志布志市長  下 平 晴 行  様

 指定管理者の募集説明会に次のとおり申し込みます。

公の施設の名称  

所  在  地  

名     称  

代 表 者 氏 名  

参 加 者 氏 名 

連  絡  先 

※募集要項で定める提出先に、ＦＡＸ又は電子メールで提出してください。 

※参加者は、１団体につき２名までとします。 

※説明会時には、募集要項等をお持ちください。 
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質  問  書

令和  年  月  日 

 志布志市長  下 平 晴 行  様

 指定管理者の募集について次のとおり質問します。

公の施設の名称  

質 問 の 内 容 

質問者の連絡先 

所 在 地  

名   称  

代表者氏名  

担当者氏名  

電話・FAX 等  

※募集要項で定める提出先に、ＦＡＸ又は電子メールで提出してください。 
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（事業計画書：別紙） 

自主事業計画書（ 年度） 

１ 自主事業の実施に当たっての基本方針 

２ 自主事業実施計画 

 事業の目的、事業内容、実施時期、対象者、事業費等について記載してください。 

事業名 目的・内容・対象者等 
事業費（円） 

収入 支出 



別紙１

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

利用者人数 805 1,020 1,379 659 626 639 1,824 991 522 466 568 1,139 10,638

（うち減免者数） 166 306 649 173 177 157 1,235 588 89 120 62 304 4,026

使用料 61,130 72,450 90,890 57,800 45,270 55,790 114,340 135,630 45,300 44,350 55,170 74,950 853,070

利用者人数 125 304 16 42 2 48 96 1,246 6 123 123 27 2,158

（うち減免者数） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用者人数 0 56 0 50 0 0 98 114 103 107 68 49 645

（うち減免者数） 0 0 0 50 0 0 88 72 93 77 45 40 465

使用料 0 3,150 0 0 0 0 8,360 11,500 10,980 10,990 6,800 6,280 58,060

利用者人数 463 1,331 900 226 386 798 1,563 532 1,741 545 543 1,090 10,118

（うち減免者数） 0 260 215 60 0 32 200 155 320 0 0 0 1,242

使用料 47,210 114,630 84,080 28,390 30,510 86,460 104,500 84,290 77,730 42,000 47,400 69,220 816,420

利用者人数 699 1,279 459 434 352 640 743 26,134 328 291 543 443 32,345

（うち減免者数） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用者人数 518 1,653 2,171

（うち減免者数） 0 0 0

使用料 89,650 280,040 369,690

利用者人数 2,092 3,990 2,754 1,929 3,019 2,125 4,324 29,017 2,700 1,532 1,845 2,748 58,075

（うち減免者数） 166 566 864 283 177 189 1,523 815 502 197 107 344 5,733

使用料 108,340 190,230 174,970 175,840 355,820 142,250 227,200 231,420 134,010 97,340 109,370 150,450 2,097,240

令和６年度　城山総合公園体育施設利用状況

体育館

陸上競技場

計

陸上競技場
（照明）

テニスコート

多目的広場

プール


